
​令和８年度札幌市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン​

​１　地域の作物作付の現状、地域が抱える課題​

​札幌市は石狩平野の南西部にあって、耕地面積の大部分を畑が占め、大都市の有利性を​

​生かし、野菜類を始めとした収益性の高い品目の集約的な栽培が中心となっている。これ​

​らの農業生産を通じて市民に対する新鮮かつ良質な農畜産物の供給をするという重要な役​

​割を果たしている一方、農家戸数は年々減少しており、農林業センサス調査による令和２​

​年の総農家戸数は627戸で、平成22年の993戸と比較すると約36％の減少となっている。​

​また、経営耕地面積も年々減少しており、令和２年の経営耕地面積は1,480haであり、​

​平成22年の2,002haと比較すると約26％の減少となっている。​

​減少傾向となっている主な要因は農家の高齢化や担い手不足と考えられており、地域で​

​の安定的な生産を続けることが困難な状況となりつつあることから、作付面積の維持・拡​

​大を図るための支援が求められている。​

​２　高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益​

​力強化に向けた産地としての取組方針・目標​

​当地域では、域内で広く栽培されているコマツナのほか、北東地域平野部を中心に栽培​

​されているタマネギやレタス、南側地域丘陵部を中心に栽培されているホウレンソウ、花​

​卉、果樹など、地域の特性に応じて園芸作物を主体とした高収益作物を導入してきた経緯​

​があり、今後もそうした作物の生産振興を図る。​

​また、消費地に近い都市農業の優位性を活かし、市民ニーズに対応した農産物の生産を​

​図るほか、後継者の育成や新規就農者の受け入れに努めることで農地の担い手を確保し、​

​将来にわたって農地の有効活用を図る。​

​その他、関係機関との連携や情報共有を通じて、スマート農業を始めとする新たな技術​

​の導入など、農業経営の効率化を進める。​

​以上のような取組を総合的に推進することで収益力強化に努め、地域農業を維持、発展​

​させる。​

​３　畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方​

​針・目標​

​当地域では令和４年度以降、水田活用の直接支払交付金における畑地化促進関係の支援​

​制度の活用により、転換作物の作付けが固定化していた水活対象農地の畑地化を実施。令​

​和３年度時点で約400haあった対象農地のうち、これまでに約360haの畑地化を行った。​

​今後も各生産農家の経営計画に応じて、転換作物の定着が見込まれる対象地については​

​畑地化への支援制度を活用しながら、収益力の高い作物への転換を進める。​

​一方、水稲を作付けする農地については、需要に応じた主食用米の作付けのため「生産​

​の目安」に対応した規模の生産を図る。​

​また、水田機能を維持しながら転換作物を生産する農地においては、ブロックローテー​

​ションや新規需要米の栽培について情報提供を行いながら取組を進める。​



​４　作物ごとの取組方針等​

​（１）主食用米​

​「生産の目安」に対応した作付面積となるよう、作付予定者への情報提供等を行​

​う。​

​（２）飼料用米・加工用米​

​令和７年度の取り組み予定はないが、今後の可能性として地域に適応した多収性品​

​種や低コスト栽培などの情報収集に努める。​

​（３）麦、飼料作物​

​麦については、多収で障害や病虫害に強く高品質な品種の導入を検討する。飼料作​

​物（牧草）については、適切な草地更新により単位面積当たり収穫量と品質向上を図​

​る。​

​また、麦・飼料作物とも、農地を維持活用しつつ自給率向上を図る取組として、農​

​地の集約化と生産規模の拡大を図る。​

​（４）そば​

​生産者と実需者との契約を基本とし、需要に応じた作付けを進める。​

​（５）高収益作物​

​当地域における農業の基幹となる野菜生産については、生産性及び品質の向上を図​

​るとともに、消費者ニーズに対応した品種の導入を推進し、農業経営の安定化を図​

​る。​

​大都市の有利性を活かした野菜を中心とした集約的な栽培を維持していくため、水​

​田から高収益作物の本作化を推進していく。​

​（６）地力増進作物​

​「北海道緑肥作物等栽培利用指針（改訂版）」（平成16年３月策定）等に基づく地​

​力増進作物の作付により、良質な農産物の安定供給、生産コストの低減及び環境負荷​

​の軽減に配慮した合理的な施肥管理・土壌管理を進める。​



別紙

（単位：ha）

５　作物ごとの作付予定面積等

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

主食用米 23.80 23.00 22.07

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦 7.97 10.00 10.00

大豆

飼料作物 32.43 5.00 85.00

・子実用とうもろこし

そば 0.00 1.00 1.00

なたね

地力増進作物

高収益作物 11.11 12.00 11.70

・野菜 10.47 11.00 11.50

・花き・花木 0.58 0.90 0.10

・果樹 0.06 0.10 0.10

・その他の高収益作物

その他

・

畑地化 30.49 9.10 110.00



６　課題解決に向けた取組及び目標

整理
番号

対象作物 使途名 目標
R6年度（実績） R7年度（実績） 目標値

1
タマネギ、レタス、ホウレン
ソウ、コマツナ

地域振興作物助
成（特定野菜）

作付面積
（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

3.83ha 5.31ha 4.50ha

2
馬鈴薯（種子用・でん粉原料
用を除く）及びその他の一般
野菜（特定野菜を除く）

地域振興作物助
成（一般野菜）

作付面積
（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

6.28ha 5.16ha 7.00ha

3 花き
地域振興作物助
成（花き）

作付面積
（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

0.20ha 0.58ha 0.10ha

4 果樹
地域振興作物助
成（果樹）

作付面積
（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

0.06ha 0.06ha 0.10ha

5 そば そば作付助成 作付面積
（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

0.00ha 0.00ha 1.00ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。

※　目標期間は３年以内としてください。



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：北海道

協議会名：札幌市農業再生協議会

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等

※２

単価
（円/10a）

対象作物
※３

取組要件等
※４

1 地域振興作物助成（特定野菜） 1 タマネギ、レタス、ホウレンソウ、コマツナ 出荷販売実績を確認できること等

2 地域振興作物助成（一般野菜） 1
馬鈴薯（種子用・でん粉原料用を除く）及びそ

の他の一般野菜（特定野菜を除く）
出荷販売実績を確認できること等

3 地域振興作物助成（花き） 1 花き 出荷販売実績を確認できること等

4 地域振興作物助成（果樹） 1 果樹 出荷販売実績を確認できること等

5 そば作付助成 1 そば 出荷販売実績を確認できること等

40,000

30,000

20,000

20,000

20,000

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



８　産地交付金の活用方法の明細

１．地域農業再生協議会名

札幌市農業再生協議会

２．活用予定額の総括表

（単位：円）

協議会等名

配分枠（A+B）

活用予定額
当初配分

(A)

追加配分
(B)

札幌市農業再生協議会 16,425,000 16,425,000 0 4,250,000

（注）追加配分が未定の段階にあっては、該当箇所を空欄により作成することとします。



３．活用方法

配分枠

16,425,000

整
理
番
号

使途
作
期
等

単価①
（円/10a

）

面　積　（ａ単位）

所要額
①×②
（円）

戦略作物 高収益作物

合計
②

麦 大豆
飼料
作物

米粉
用米

飼料
用米

WCS
用稲

加工
用米

野菜
花き・
花木

果樹
そば なた

ね
地力
増進
作物

その
他

1 地域振興作物助成（特定野菜） 1 550 550 2,200,000

2 地域振興作物助成（一般野菜） 1 550 550 1,650,000

3 地域振興作物助成（花き） 1 90 90 180,000

4 地域振興作物助成（果樹） 1 10 10 20,000

5 そば作付助成 1 100 100 200,000

合計（基幹） 実面積 0 0 0 0 0 0 0 0 100 0 0 1,100 90 10 0 0 1,300

合計（二毛作） 実面積

( )

※１

※２

※３

※５

※４

※４

その他
の高収
益作物

新市場
開拓用
米

40,000

30,000

20,000

20,000

20,000

※６

4,250,000

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　「面積」は、当初配分により支援を行う使途について記入し、追加配分により支援を行う使途については、追加配分額が未定の段階にあっては空欄としてください。
※４　「合計（基幹）の実面積」は、基幹作を対象とした設定の実面積を記入し、「合計（二毛作）の実面積」は、二毛作を対象とした設定の実面積を記入してください。
　　　また、「合計②」欄は、基幹作、二毛作それぞれの実面積の合計を記入してください。
※５　②の合計は、各使途の合計面積を記入してください。
※６　所要額欄の二重枠には、所要額の合計を記入してください。
（注）使途ごとに「産地交付金の活用方法の明細（個票）」を添付してください。
※７　支援年限を記入してください。（支援期間の最終年度を「令和○年度」と記入し、ない場合は「なし」と記入してください。）



４．追加配分等を受けた場合の調整方法

単価調整は行わない

５．所要額が配分枠を超過した場合の調整方法

○　それぞれ取組に応じた配分の中で単価の調整を行う。
　調整後単価＝各使途の所要額÷全体の所要額×配分額÷面積

※調整後単価は100円単位とし、10円単位以下は切り捨てとする。

※取組に応じた配分を上回る所要額の増となった場合は、整理番号１の特定野菜、２の一
般野菜の単価を維持し、その他のものについては単価を下げて調整する。

６．高収益作物について

別紙のとおり

注１ 産地交付金で支援する作物のうち、高収益作物に該当する作物名（野菜、花き・花木、果樹除く）を記載してください。

注２ 収益性のわかるデータを添付してください。


